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令和７年度一般会計当初予算の概要 

 

１ 令和７年度一般会計当初予算の総額  １０，４００，０００千円 

 

【一般会計当初予算の比較】      （単位：千円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率 

総  額 10,400,000 9,520,000 880,000  9.2 

内

訳 

公債費 568,747 537,552 31,195 5.8 

その他 9,831,253 8,982,448 848,805 9.4 

 

【予算の増減率】       （単位：％） 

区  分 国 地方財政計画 波佐見町 

総  額 2.6 3.6 9.2 

一般歳出 0.7  3.6 9.4 

  ＊一般歳出・・町は公債費を除いた増減率 

 

２ 財源の状況 

【一般財源】       （単位：千円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 増減率 地方財政計画 

町税・交付税等 4,128,067 3,958,112 4.3 － 

臨時財政対策債 0 10,000 皆減 皆減 

合 計 4,128,067 3,968,112 4.0 1.7 

 

【地方債】       （単位：千円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 増減率 地方財政計画 

建設事業債 788,000 457,000 72.4 1.8 

臨時財政対策債 0 10,000 皆減 皆減 

合 計 788,000 467,000 68.7 △5.5 

 ・地方債依存度（予算総額に占める地方債の割合） 

788,000千円／10,400,000千円＝ 7.6％（地方財政計画  6.1％） 

【基金繰入】           （単位：千円、％） 

区  分 令和７年度 令和６年度 増減率 備 考 

財政調整基金 164,000 92,000 78.3  

その他の基金 
887,770 

 （805,000） 

1,014,470 

 （796,000） 
△12.5 

（  ）内は 

ふるさとづくり応援基金 
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３ 歳 入 

（１）町民税 

 個人及び法人の滞納繰越分を含めた町民税全体は、前年度当初予算額から 20,000

千円増（3.7％増）の 561,265千円を計上した。 

 個人町民税は、給与所得が増加傾向にあり、その他の所得においてもほぼ横ばい

と見込んだ結果、所得割を 5,600千円増とし、滞納繰越分を含めた個人町民税を

5,800千円増の 498,500千円計上した。 

 法人町民税は、コロナ禍以前に戻りつつあることから、均等割を 4,800千円増の

35,500千円、法人税割を 9,400千円増の 27,100千円計上した。 

 なお、町民税の徴収率（現年分）については 99.0％で見込んでいる。 

 

 

（２）固定資産税 

 滞納繰越分や国有資産等市町村交付金及び納付金を含めた全体では、前年度当初

予算額から 20,814千円増（3.4％増）の 634,745千円を計上した。 

 分譲地等の開発により宅地化が進んでいることなどもあり、土地を 300千円増の

172,900千円、家屋を 12,000千円増の 337,100千円、償却資産は企業の設備投資等

もあり、9,500千円増の 122,500千円計上した。 

 なお、固定資産税の徴収率（現年分）についても 99.0％で見込んでいる。 

 

 

均等割 所得割 滞納繰越 均等割 法人税割 滞納繰越

令和７年度 21,300 473,200 4,000 35,500 27,100 165 561,265

令和６年度 20,900 467,600 4,200 30,700 17,700 165 541,265

増減額 400 5,600 △ 200 4,800 9,400 0 20,000

区分
個人町民税 法人町民税

合計

単位：千円

単位：千円

土地 家屋 償却資産 滞納繰越
国有資産等

交付金

令和７年度 172,900 337,100 122,500 1,964 281 634,745

令和６年度 172,600 325,100 113,000 2,948 283 613,931

増減額 300 12,000 9,500 △ 984 △ 2 20,814

区分

固定資産税

合計
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（３）その他の税 

 軽自動車税の種別割は、課税台数をほぼ横ばいと見込んでいるが、新規検査年月

から 13年を経過する前の車体乗り換え（税額 7,200円から 10,800円へ）傾向によ

る税額増や経年重課台数の増を考慮し、前年度当初予算額から 1,332千円増の

62,800千円を計上した。 

 町たばこ税は、課税本数をほぼ横ばいと見込み、前年度当初予算額と同額の 84,200

千円を計上した。 

 入湯税は、コロナ禍からの脱却により、入湯客を約 20,000人増、宿泊客も約 100

人増と見込み、前年度当初予算額から 250千円増の 2,160千円を計上した。使途に

ついては「観光振興」に関する費用の一部としている。 

 

 

 

 

（４）地方譲与税 

 令和６年度の基準財政収入額に地方財政計画の推定増減率を乗じて算出し、地方

揮発油譲与税は前年度予算額から 400千円増の 12,300千円、自動車重量譲与税は

1,000千円増の 40,200千円、森林環境譲与税は前年度当初予算額と同額の 10,614

千円を計上した。 

 

（５）利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金 

 地方譲与税と同様、地方財政計画を基に前年度予算額から、利子割交付金は同額

の 300千円、配当割交付金は 1,800千円増の 5,800千円、株式等譲渡所得割交付金

は 3,300千円増の 7,000千円、法人事業税交付金は 2,900千円増の 24,800千円を計

上した。 

単位：千円

種別割

（軽自動車税）
環境性能割 滞納繰越

令和７年度 62,800 3,130 253 84,200 2,160 152,543

令和６年度 61,468 2,650 474 84,200 1,910 150,702

増減額 1,332 480 △ 221 0 250 1,841

区分

軽自動車税

町たばこ税 入湯税 合計

単位：千円

経費 入湯税 一般財源

2,400 1,728 672

600 432 168

3,000 2,160 840

観光振興
波佐見夏まつり事業費補助金

温泉商店街振興事業費補助金

合計

入　湯　税　充　当　事　業

事業名
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（６）地方消費税交付金 

 地方譲与税と同様、地方財政計画を基に前年度当初予算額から 1,400千円減の

363,800千円を計上した。そのうち、税率引き上げ分 195,500千円については、「社

会保障四経費」や「その他の社会保障施策に要する経費」に充てるものとされてい

るため、次の事業に充当している。                単位：千円 

事 業 名 事業費 

財 源 内 訳 

特 定 財 源 一 般 財 源 

国・県 その他 
引き上げ分 

地方消費税 
その他 

社

会 

福

祉 

障害者自立支援給付費 

(障害福祉サービス費等) 
567,009 425,292 0 76,794 64,923 

私立保育所施設型給付委託費  
829,451 590,654 19,736 118,706 100,355 

認定こども園施設型給付費 

計 1,396,460 1,015,946 19,736 195,500 165,278 

 

（７）環境性能割交付金 

 地方譲与税と同様、地方財政計画を基に前年度当初予算額から 1,700千円増の

4,500千円を計上した。 

 

（８）地方特例交付金 

地方譲与税と同様、地方財政計画を基に前年度当初予算額から 2,400千円減の

10,200千円を計上した。 

 

（９）地方交付税 

地方財政計画において、地方交付税を含む一般財源の総額は 67兆 5,414億円が確

保され、地方交付税についても前年度から 2,904億円増（1.6％増）の総額 18兆 9,574

億円となっている。 

普通交付税は、給与改定や物価高への対応等の増加要因がある状況を勘案し、基

準財政需要額については、地方財政計画を基に行政需要（道路面積、児童数など）

に応じて算定する個別算定経費を 2.0％増、人口・面積で算定する包括算定経費を

6.4％増とし、基準財政収入額は、町税や地方消費税交付金の増加見込みから 4.3％

増として算出したほか、臨時財政対策債振替額が皆減となったことから、基準財政

需要額の増加額、基準財政収入額の増加額及び臨時財政対策債振替額の皆減を考慮

し、前年度当初予算額から 120,000千円増の 2,200,000千円を計上した。 

 特別交付税については、これまでの実績や地域づくり事業等の交付税対象事業の

増加を考慮して、前年度当初予算額と同額の 100,000千円を計上した。 
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（10）分担金･負担金 

 町営バス運行業務負担金、老人ホーム施設入所者費用負担金、保育料、災害復旧

事業費分担金など受益者が負担すべき額として前年度当初予算額から 1,936千円増

の 40,324千円を計上した。 

このうち、町営バス運行業務負担金は、共同運行である川棚町からの負担金とし

て新たに 9,612千円を計上した。 

 

（11）使用料及び手数料 

 公営住宅や公共施設、温泉水の使用料、戸籍住民登録などを含む諸証明手数料の

ほか、町営バス使用料として新たに 9,000千円計上したことから、前年度当初予算

額から 7,014千円増の 102,567千円を計上した。 

 

（12）国・県支出金 

 地方創生事業等に活用するデジタル田園都市国家構想交付金のほか、社会保障関

連経費、子育て支援、福祉医療、地場産業である窯業や農業振興、観光振興、まち

づくり推進事業、道路橋梁改修等事業、住宅改修事業、文化芸術活動に関する補助

金、学校で使用するタブレットの更新に関する補助金、学校施設環境改善に関する

補助金等を計上しており、前年度当初予算額から、国庫支出金は 287,549千円増の

1,371,482千円、県支出金は 165,893千円増の 911,273千円を計上した。 

 

（13）財産収入 

 土地建物貸付収入や各基金の利息など、前年度当初予算額から 8,298千円増の

14,758千円を計上した。 

 

（14）寄附金 

 ふるさとづくり応援寄附金は、令和６年度の決算見込額（約 1,830,000千円）及

び近年の減少傾向を勘案して、前年度当初予算額から 100,000千円減の 1,700,000

千円を計上した。競艇事業協力寄附金は、令和６年度の舟券の売上実績見込により

1,478千円減の 20,904千円を計上した。 

 

（15）繰入金 

 主な特定目的基金として、まちづくり基金を新たに 25,200千円、ふるさとづくり

応援基金を 9,000千円増の 805,000千円、教育施設整備基金を 14,800千円増の
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54,800千円計上したほか、予算編成における財源不足を補うための財政調整基金を

72,000千円増の 164,000千円とするなど、合計で 1,051,770千円を計上した。 

 「まちづくり基金」は地域振興事業費補助金や環境美化推進事業委託料等に、「教

育施設整備基金」は総合文化会館や各学校における改修工事等に各々充当し、「ふる

さとづくり応援基金」の活用事業は 14、15ページのとおりとしている。 

  

 

（16）諸収入 

 主なものとして、中小企業振興・創業支援資金貸付元利収入 95,000千円、自治体

情業システムの標準化・共通化に伴うデジタル基盤改革支援補助金（J-LIS）91,726

千円、県後期高齢者広域連合からの高齢者保険事業・介護予防一体的実施事業委託

費 9,827千円を計上した。 

 

（17）町 債 

前年度当初予算額から 321,000千円増（68.7％増）の 788,000千円を計上した。 

投資的経費に対する財源として、道路橋梁及びため池整備に係る「公共事業等債」、

西部線舗装、体育センター及び給食センターの長寿命化事業に係る「公共施設等適

正管理推進事業債」、防災行政無線再整備、防火水槽設置及び中学校体育館空調機設

置等に係る「緊急防災・減災事業債」などを計上している。 

なお、「臨時財政対策債」は、地方財政計画で皆減となったことから、今回計上し

ていない。 

基金の状況（積立基金のみ） 単位：千円

基金名
令和6年度末

見込み

令和7年度

繰入額

（予算額）

令和7年度

積立額

（予算額）

令和7年度末

見込み

　財政調整基金 809,319 164,000 3,762 649,081

　減債基金 351,150 0 389 351,539

　まちづくり基金 200,070 25,200 335 175,205

　教育施設整備基金 174,804 54,800 270 120,274

　児童文化基金 30,811 770 45 30,086

　下水道事業基金 767,373 0 3,705 771,078

　西ノ原土地区画整理事業

　保留地処分基金
4,365 0 7 4,372

　ふるさとづくり応援基金 2,215,246 805,000 849,272 2,259,518

　森林環境譲与税基金 2,028 2,000 67 95

合計 4,555,166 1,051,770 857,852 4,361,248

※令和６年度末見込みについては、補正７号までの積立金及び繰入金の予算額を基に算出
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４ 歳 出 

 基本構想に掲げる将来像「創る つなげる 超えていく」の実現に向け、物価高

の影響下にありながらも、「波佐見の勢い」を止めないまちづくりを進めるための重

点施策に関する予算を計上した。 

 

『居心地よい安心を生むまちづくり』 

1．災害対策事業（ハザードマップ作成、ドローン講習等）    23,681千円 

2．防災行政無線再整備事業                                  236,021千円 

3．防犯灯（ＬＥＤ化等）整備事業                 626千円 

4．空き家対策事業（調査、解体補助）               6,605千円 

5．防災重点ため池整備事業                     43,650千円 

6．有害鳥獣対策事業（捕獲、ワイヤーメッシュ更新等）     16,243千円 

7．交通安全施設（ガードレール、カーブミラー等）整備事業    6,500千円 

8．地域交通対策事業                      65,374千円 

9．町道整備事業（維持補修、改良及び舗装）          297,993千円 

10．橋梁修繕・点検事業                     20,055千円 

11．河川整備事業（河川改修、浚渫等）              64,000千円 

12．西ノ原土地区画整理事業                  227,086千円 

13．立地適正化計画等関連事業                    17,549千円 

14．町営住宅改修事業                       46,587千円 

15．住宅性能向上リフォーム支援事業                 4,000千円 

16．木造住宅耐震改修事業                      1,609千円 

17．環境美化対策事業（作業員、草刈備品）              37,101千円 

18．桜づつみ河川公園路面改修事業                  21,000千円 

19．廃石膏リサイクル事業（外部専門家招聘等）               7,881千円 

20．定住奨励事業（商品券及び奨励金）              21,550千円 

21．移住定住促進事業（ＩＪＵターン、事業拡充促進）       7,918千円 

22．結婚新生活支援事業（住居、引越し費用支援）        4,800千円 

23．空き家・空き工房活用事業（改修補助金、バンク運営等）   3,472千円 

24．浄化槽設置整備事業（補助金）               27,010千円 
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『産業・交流を軸とした人が輝くまちづくり』 

1．創業チャレンジ支援事業                  6,000千円 

2．窯業振興事業（波佐見焼振興会、産地振興事業補助金等）   13,133千円 

3．窯業人材育成等産地支援事業（販路拡大、人材育成）     21,573千円 

4．窯業人材確保対策事業                    3,600千円 

5．生地生産環境改善対策事業                  3,000千円 

6．商工会運営支援事業                     2,500千円 

7．温泉商店街振興事業                      600千円 

8．地域特産品等パワーアップ事業                200千円 

9．土産品開発事業                       500千円 

10．陶器まつり開催事業                    2,205千円 

11．波佐見ランチフェア事業                  1,700千円 

12．中小企業・小規模事業者支援事業（振興資金貸付預託金等） 102,281千円 

13．農地経営高度化促進事業（農地集積等）           84,266千円 

14．担い手・新規就農者支援事業                 5,060千円 

15．農業用機械導入支援事業（農林業・農山村構造改善加速化）    8,990千円 

16．畜産業振興事業（経営安定、自給飼料支援等）              5,507千円 

17．中山間地域等直接支払交付金事業              19,751千円 

18．環境保全型農業支払交付金事業（有機農業の推進等）      2,350千円 

19．多面的機能支払交付金事業                  39,500千円 

20．森林経営管理事業（森林環境譲与税事業）            12,614千円 

21. 土地改良施設維持管理適正化事業               2,400千円 

22．観光協会運営支援事業                   14,000千円 

23．観光ガイド育成事業（地方創生）                702千円 

24．観光周遊事業（地域活性化イベント、漫画活用、招待企画等） 33,104千円 

25．乗合・観光タクシー事業                    820千円 

26．ＴＯＵ・ＮＯＵ体験博事業                   1,600千円 

27．情報発信体制強化事業                     4,541千円 

28．旅行商品需要拡大ＰＲ事業                    416千円 
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『温もりがある福祉のまちづくり』 

1．地域生活支援事業（日常生活用具給付費等）          22,063千円 

2．高齢者タクシー利用券助成事業                15,840千円 

3．敬老行事事業                        9,313千円 

4．介護保険事業（繰出金）                 208,040千円 

5．家族介護支援事業                     1,027千円 

6．障害者総合支援事業（就労訓練給付費等）         568,526千円 

7．障害児通所・相談支援事業                136,867千円 

8．福祉医療事業（障害者）                  28,000千円 

9．福祉医療事業（乳幼児～高校生、母子父子）         46,200千円 

10．出産・子育て応援給付金事業                10,605千円 

11．新生児誕生お祝い事業（祝金、離乳食プレート等）      3,750千円 

12．産後ケア事業                        1,014千円 

13．児童手当事業                      382,980千円 

14．認定こども園・保育所施設型給付事業                   829,451千円 

15．子育てのための施設等利用給付事業              4,500千円 

16．保育士支援事業                       3,060千円 

17．保育所等運営支援事業                   76,068千円 

18．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）        51,842千円 

19．放課後待機児童緊急対策事業                  14,700千円 

20．ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業（地域における育児の相互援助活動）     5,704千円 

21．利用者支援事業（こども家庭センター型）          7,708千円 

22．地域子育て支援拠点事業（きしゃぽっぽ）          9,210千円 

23．支援対象児童見守り強化事業                6,391千円 

24．学校給食支援事業（完全無償化）                       64,000千円 

25．予防接種事業（新型コロナ、ロタ、インフルエンザ等）    49,301千円 

 26．未熟児養育医療助成事業                   1,199千円 

  27．母子健診事業（妊婦・乳幼児健康診査等）          14,779千円 

28．各種検診事業（がん、歯周、肝炎ウイルス、骨粗鬆症等）   12,466千円 

29．国民健康保険事業（繰出金）                 97,060千円 

30．後期高齢者医療事業（療養給付費、繰出金）        299,595千円 

31．保健事業・介護予防一体的実施事業             1,152千円 
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『生きる力と郷土愛を育むまちづくり』 

1．学校支援員配置事業（ＡＬＴ、特別支援教育支援員等）    48,656千円 

2．ＩＣＴ教育関連事業                     97,076千円 

3．学力向上対策事業                     30,777千円  

4．要・準要保護就学援助及び特別支援教育就学奨励事業      16,632千円 

    5．小中学校設備改修事業（校舎内、体育館等）        155,025千円  

    6．給食センター設備改修事業（長寿命化、ＬＥＤ化等）     78,121千円  

7．波佐見高校支援事業                    22,000千円 

8．講演・講座等開催事業（生涯学習、芸術文化講演等）      1,802千円 

9．２１世紀まちづくり支援事業                  4,000千円 

10．全国大会等出場支援事業（スポーツ・文化活動）       2,000千円 

11．文化的景観整備事業（中尾郷・鬼木郷）             1,240千円 

12．保健体育施設整備事業（体育センター外壁、鴻ノ巣公園改修） 66,836千円 

13．人づくり推進事業（やきもの文化体験、ドローン講座等）     8,310千円 

14．図書館図書購入事業                      3,500千円 

 

『協働による地域のつながりを活かすまちづくり』 

1．コミュニティ助成事業（消防資機材、自主防災資機材等）    8,550千円 

2．地域振興事業（自治振興交付金、地域振興事業費補助金）   29,500千円 

3．ＤＸ推進事業（ＤＸ推進アドバイザー、住民向けデジタル研修）8,800千円 

 

≪性質別歳出の概要≫ 

（１）人件費（性質別のため、節の合計とは一致しない） 

 人件費総額で、前年度当初予算額から 119,052千円増の 1,057,732千円を計上し

た。 

特別職や町議会議員の報酬、給与、手当、共済費は、令和６年度の期末手当の改

定（年間支給率 0.05月）や議員数の変更など、2,255千円減の 102,983千円とした。 

会計年度任用職員の報酬や給料、手当、共済費（パートの通勤手当（費用弁償）、

社会・雇用保険料は物件費）は、給与改定等により 61,010千円増の 291,868千円と

した。 

 一般職の職員給（基本給＋諸手当）は、給与改定等により、43,133千円増の 497,980

千円となり、共済組合負担金と職員退職手当組合負担金の 132,942千円を加えた一
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般職に関する人件費総額は、前年度当初予算額から 42,718千円増の 630,507千円を

計上した。 

  

（２）物件費 

旅費、交際費、需用費、その他の物件費は、前年度当初予算とほぼ横ばいで計上

した。 

役務費は、ふるさとづくり応援寄附金の減額計上に伴う配送料等の経費の減等に

より、前年度当初予算額から減額計上した。 

委託料は、自治体情報システムの標準化・共通化に伴う経費や町営バス運行業務

等の地域公共交通対策に要する経費の増加により、前年度当初予算額から増額計上

した。 

備品購入費の主なものは、総合文化会館備品や小中学校に要する備品である。 

  

 

（３）維持補修費 

 町道や農林道、公営住宅、その他公共施設の維持補修費として、前年度から 221

千円増の 26,632千円を計上した。 

 

（４）扶助費 

 障害者総合支援法に基づく各種給付費は、生活介護等のサービス需要増を見込ん

で 49,453千円増の 567,009千円、認定こども園施設型給付費・私立保育所施設型給

付委託費は、令和６年度実績見込みを基に 145,352千円増の 829,451千円、その他

を合わせた扶助費の合計を、357,418千円増の 2,091,961千円で計上した。 

【物件費の内訳】 （単位：千円、％）

区 分 令和７年度 令和６年度 増減額
増減率

（％）

旅 費 19,283 21,391 △ 2,108 △ 9.9

交 際 費 1,576 1,470 106 7.2

需 用 費 163,610 168,356 △ 4,746 △ 2.8

役 務 費 149,251 165,815 △ 16,564 △ 10.0

備 品 購 入 費 20,510 29,428 △ 8,918 △ 30.3

委 託 料 749,338 580,572 168,766 29.1

その他の物件費 357,516 325,940 31,576 9.7

計 1,461,084 1,292,972 168,112 13.0

※１　その他の物件費…社会・雇用保険料、使用料及び賃借料等

※２　１件100万円以上の備品購入費は、普通建設事業として計上
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（５）補助費等 

 前年度当初予算額から 11,402千円増の 1,963,738千円を計上した。 

新規事業として、重点対策加速化事業費補助金 8,000千円、陶磁器工業協同組合

デジタル化推進事業費補助金 4,000千円、旅客運送運転手確保対策事業費補助金

3,900千円等を計上したほか、駄野地区基盤整備事業の農業経営高度化促進事業費

補助金を 26,116千円増の 81,116千円、下水道事業会計補助金を 16,898千円増の

234,120千円増額計上した。 

  

（６）投資的経費 

・普通建設事業（補助事業） 

前年度当初予算額から 32,056 千円増（10.4％増）の 340,104 千円を計上した。 

新規事業として、小中学校バリアフリートイレ設置事業や小中学校情報端末等

整備事業等を計上した。 

・普通建設事業（単独事業） 

前年度当初予算額から 147,453千円増（14.4％増）の 1,171,782千円を計上し

た。 

新規事業として、防火水槽設置事業、講堂改修事業、総合文化会館屋外機械置

場鉄骨架台改修事業、給食センター改修事業、中学校屋内運動場空調機設置事業

等を、増額事業として、防災行政無線再整備事業や河川改修事業等を計上した。  

なお、桜づつみ河川公園路面改修については、志折橋付近下流（志折郷側）の

改修を行う。 

   ・県営工事負担金 

 県道波佐見山内線の整備事業 4,500千円を計上した。 

   ・災害復旧事業費 

 令和３年８月豪雨災害での農業用施設災害復旧に係る経費や令和７年度被災時対

応の災害復旧事業費として、72,130千円を計上した。 

以上、投資的経費（普通建設事業＋災害復旧事業）の総額を 1,588,516千円とした。 

・扶助費の主な事業 単位：千円

区分 障害者総合支援事業
（訓練等給付費・介護給付費等）

私立保育所

施設型給付委託費

認定こども園

施設型給付費

要・準要保護

就学援助費

障害児通所

・相談支援給付費

令和７年度 567,009 382,892 446,559 16,632 136,581

令和６年度 517,556 317,325 366,774 17,576 91,050

増減額 49,453 65,567 79,785 △ 944 45,531
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【普通建設事業の内訳】                             （単位：千円、％） 

区   分 令和 7 年度 令和６年度 増減額 
増減率

（％） 

普通建設事業 1,516,386 1,335,227 181,159 13.6 

内 

訳 

補助事業 340,104 308,048 32,056 10.4 

単独事業 1,171,782 1,024,329 147,453 14.4 

県営事業負担金 4,500 2,850 1,650 57.9 

    

（７）公債費 

 過去の投資的事業充当分の元金償還額は 324,991千円（39,720千円増）、地方交

付税から振り替えられ、財源補てんのために発行した臨時財政対策債の元金償還額

は 201,831千円（10,187千円減）となり、一時借入金利子を含めた公債費総額を前

年度当初予算額から 31,195千円増の 568,747千円とした。 

 

（８）積立金 

   各種基金利子積立金を 10,439千円、ふるさとづくり応援基金積立金（基金利子

除く）を 847,597千円（寄附金の約 50％）とし、全体で 858,100 千円を計上した。 

 

（９）貸付金 

 中小企業振興資金貸付預託金 72,500千円、創業支援資金貸付預託金 22,500千円、

県林業公社に対する林業開発促進貸付金 463千円を計上し、全体で 95,463千円を計

上した。 

 

（10）繰出金 

国民健康保険事業特別会計に対する繰出金は、財政安定化支援分、保険基盤安定

分、未就学児均等割軽減分、産前産後期間軽減分、出産育児一時金等に事務費・人

件費を加え合計 124,210千円（6,437 千円増）、後期高齢者医療特別会計繰出金は、

保険基盤安定分や事務費、療養給付費負担金などで 299,595 千円（8,053千円増）、

介護保険事業特別会計への繰出金は、給付費や包括支援事業費、低所得者保険料軽

減などに人件費を加え 244,190千円（10,957千円増）、これに、運用型基金に生じ

た利息の積立（繰出金処理）を合わせ、繰出金全体を前年度当初予算額から 25,432

千円増の 668,027千円とした。 



１　歳入の内訳

（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

1 町 税 1,348,553 13.0 1,305,898 13.7 42,655 3.3

2 地 方 譲 与 税 63,114 0.6 61,714 0.6 1,400 2.3

3 利 子 割 交 付 金 300 0.0 300 0.0 0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 5,800 0.1 4,000 0.0 1,800 45.0

5 株式等譲渡所得割交付金 7,000 0.1 3,700 0.0 3,300 89.2

6 法 人 事 業 税 交 付 金 24,800 0.2 21,900 0.2 2,900 13.2

7 地 方 消 費 税 交 付 金 363,800 3.5 365,200 3.8 △ 1,400 △ 0.4

8 環 境 性 能 割 交 付 金 4,500 0.0 2,800 0.0 1,700 60.7

9 地 方 特 例 交 付 金 10,200 0.1 12,600 0.1 △ 2,400 △ 19.0

10 地 方 交 付 税 2,300,000 22.1 2,180,000 22.9 120,000 5.5

普 通 交 付 税 2,200,000 21.2 2,080,000 21.3 120,000 5.8

特 別 交 付 税 100,000 1.0 100,000 1.1 0 0.0

一 般 財 源 小 計 4,128,067 39.7 3,958,112 41.6 169,955 4.3

11 交通安全対策特別交付金 800 0.0 900 0.0 △ 100 △ 11.1

12 分 担 金 及 び 負 担 金 40,324 0.4 38,388 0.4 1,936 5.0

13 使 用 料 及 び 手 数 料 102,967 1.0 95,553 1.0 7,414 7.8

14 国 庫 支 出 金 1,371,482 13.2 1,083,933 11.4 287,549 26.5

15 県 支 出 金 911,273 8.8 745,380 7.8 165,893 22.3

16 財 産 収 入 14,758 0.1 6,460 0.1 8,298 128.5

17 寄 附 金 1,720,908 16.5 1,822,386 19.1 △ 101,478 △ 5.6

18 繰 入 金 1,051,770 10.1 1,107,473 11.6 △ 55,703 △ 5.0

19 繰 越 金 30,000 0.3 30,000 0.3 0 0.0

20 諸 収 入 239,651 2.3 164,415 1.7 75,236 45.8

21 町 債 788,000 7.6 467,000 4.9 321,000 68.7

10,400,000 100.0 9,520,000 100.0 880,000 9.2
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歳　　入　　合　　計

区　　　　　分 令和７年度 令和６年度 増　　　減

当　　　初　　　予　　　算　　　額

内
訳



２　町税の内訳
（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

一 普　通　税 1,346,393 99.8 1,303,988 99.9 42,405 3.3

１ 1,346,393 99.8 1,303,988 99.9 42,405 3.3

(1) 561,265 41.6 541,265 41.4 20,000 3.7
徴収率
　99.0％

ア 21,300 1.6 20,900 1.6 400 1.9

イ 473,200 35.1 467,600 35.8 5,600 1.2

ウ 35,500 2.6 30,700 2.4 4,800 15.6

エ 27,100 2.0 17,700 1.4 9,400 53.1

オ 4,165 0.3 4,365 0.3 △ 200 △ 4.6

(2) 634,745 47.1 613,931 47.0 20,814 3.4
徴収率
　99.0％

ア 634,464 47.0 613,648 47.0 20,816 3.4

土　地 172,900 12.8 172,600 13.2 300 0.2

家　屋 337,100 25.0 325,100 24.9 12,000 3.7

償却資産 122,500 9.1 113,000 8.7 9,500 8.4

滞納繰越分 1,964 0.1 2,948 0.2 △ 984 △ 33.4

イ 281 0.0 283 0.0 △ 2 △ 0.7

(3) 66,183 4.9 64,592 4.9 1,591 2.5

62,800 4.7 61,468 4.7 1,332 2.2
徴収率
　99.0％

環境性能割 3,130 0.2 2,650 0.2 480 18.1

滞納繰越分 253 0.0 474 0.0 △ 221 △ 46.6

(4) 84,200 6.2 84,200 6.4 0 0.0

(5) 0 0.0 0 0.0 0 0.0

(6) 0 0.0 0 0.0 0 0.0

二 目　的　税 2,160 0.2 1,910 0.1 250 13.1

1 2,160 0.2 1,910 0.1 250 13.1

三 そ　の　他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合　　　計　（一　～　三） 1,348,553 100.0 1,305,898 100.0 42,655 3.3

備　　考

法人税割

個人均等割

滞納繰越分

令和７年度 令和６年度 増　　　減

種別割
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当　　　初　　　予　　　算　　　額

税　　　目

そ　の　他

入　湯　税

交付金・納付金

軽自動車税

町たばこ税

特別土地保有税

所　得　割

法人均等割

法　定　普　通　税

固定資産税

純固定資産税

町　民　税



３　歳出の款別内訳

（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

１ 議 会 費 84,356 0.8 86,516 0.9 △ 2,160 △ 2.5

２ 総 務 費 2,710,920 26.0 2,739,053 28.8 △ 28,133 △ 1.0

３ 民 生 費 3,081,648 29.6 2,738,223 28.8 343,425 12.5

４ 衛 生 費 468,151 4.5 439,587 4.6 28,564 6.5

５ 労 働 費 5,537 0.1 5,355 0.1 182 3.4

６ 農 林 水 産 業 費 342,082 3.3 310,713 3.3 31,369 10.1

７ 商 工 費 301,836 2.9 280,875 3.0 20,961 7.5

８ 土 木 費 1,079,700 10.4 943,510 9.9 136,190 14.4

９ 消 防 費 501,958 4.8 475,444 5.0 26,514 5.6

10 教 育 費 1,162,925 11.2 908,012 9.5 254,913 28.1

11 災 害 復 旧 費 72,130 0.7 35,150 0.4 36,980 105.2

12 公 債 費 568,747 5.5 537,552 5.6 31,195 5.8

13 諸 支 出 金 10 0.0 10 0.0 0 -

14 予 備 費 20,000 0.2 20,000 0.2 0 0.0

10,400,000 100.0 9,520,000 100.0 880,000 9.2
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歳　出　合　計

区　　　　　分

当　　　初　　　予　　　算　　　額

令和７年度 令和６年度 増　　　減



４　歳出の性質別内訳

（単位：千円、％）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 率

一 1,057,732 10.2 938,680 9.9 119,052 12.7

二 1,461,084 14.0 1,292,972 13.6 168,112 13.0

三 26,632 0.3 26,411 0.3 221 0.8

四 2,091,961 20.1 1,734,543 18.2 357,418 20.6

五 1,963,738 18.9 1,952,336 20.5 11,402 0.6

六 1,516,386 14.6 1,335,227 14.0 181,159 13.6

1 補助事業費 340,104 3.3 308,048 3.2 32,056 10.4

2 単独事業費 1,176,282 11.3 1,027,179 10.8 149,103 14.5

七 72,130 0.7 42,034 0.4 30,096 71.6

1 補助事業費 60,700 0.6 20,800 0.2 39,900 191.8

2 単独事業費 11,430 0.1 21,234 0.3 △ 9,804 △ 46.2

八 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

九 568,747 5.5 537,552 5.6 31,195 5.8

十 858,100 8.2 902,169 9.5 △ 44,069 △ 4.9

十一 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

十二 95,463 0.9 95,481 1.0 △ 18 △ 0.0

十三 668,027 6.4 642,595 6.7 25,432 4.0

十四 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

20,000 0.2 20,000 0.2 0 0.0

10,400,000 100.0 9,520,000 100.0 880,000 9.2

区　　　　　分

当　　　初　　　予　　　算　　　額

令和７年度 令和６年度 増　　　減

貸付金

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

普通建設事業費

災害復旧費

失業対策事業

公債費

積立金

投資及び出資金
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繰出金

前年度繰上充用金

予備費

歳　出　合　計



（単位：千円）

町　税 1,348,553 13.0%
寄附金 1,720,908 16.5%
繰入金 1,051,770 10.1%

分担金及び負担金 40,324 0.4%
その他① 387,376 3.7%
地方交付税 2,300,000 22.1%
国庫支出金 1,371,482 13.2%

  県支出金 911,273 8.8%
町　債 788,000 7.6%

地方消費税交付金 363,800 3.5%
地方譲与税 63,114 0.6%
その他② 53,400 0.5%

10,400,000 100.0%

4,548,931 43.7%
5,851,069 56.3%

10,400,000 100.0%
≪その他①≫
使用料及び手数料、財産収入、繰越金、諸収入

≪その他②≫
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

交通安全対策特別交付金

（単位：千円）
3,081,648 29.6%
1,079,700 10.4%

568,747 5.5%
2,710,920 26.0%
1,162,925 11.2%

468,151 4.5%
301,836 2.9%
342,082 3.3%
501,958 4.8%
182,033 1.8%

10,400,000 100.0%
≪その他≫
議会費、労働費、災害復旧費、諸支出金、予備費

（単位：千円）
人件費 1,057,732 10.2%
扶助費 2,091,961 20.1%
公債費 568,747 5.5%
物件費 1,461,084 14.0%

維持補修費 26,632 0.3%
補助費等 1,963,738 18.9%

普通建設事業費 1,516,386 14.6%
災害復旧事業費 72,130 0.7%

積立金 858,100 8.2%
貸付金 95,463 0.9%
繰出金 668,027 6.4%
予備費 20,000 0.2%

10,400,000 100.0%

6,601,147 63.5%
1,588,516 15.3%
2,210,337 21.2%

10,400,000 100.0%
≪消費的経費≫

≪投資的経費≫

≪その他の経費≫

3,718,440 35.8%
6,681,560 64.2%

10,400,000 100.0%

その他の経費

合　　　　計

合　　　　計

法人事業税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、
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人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費等

普通建設事業費、災害復旧事業費

そ　の　他

令和７年度一般会計当初予算の状況

義務的経費

消費的経費

合　　　計

歳出（款別）

任
意
的
経
費

任意的経費

総　務　費

衛　生　費
教　育　費

商　工　費

歳出（性質別）

合　　　計

合　　　計

公債費、積立金、貸付金、繰出金、予備費

歳入

合　　　計

投資的経費

依
存
財
源

自
主
財
源

依存財源
自主財源

義
務
的
経
費

民　生　費
土　木　費
公　債　費

農林水産業費
消　防　費

町税

寄附金

繰入金

分担金及び

負担金
その他①地方交付税

国庫支出金

県支出金

町債

地方消費税交付金 地方譲与税 その他②

歳 入
10,400,000千円

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

普通建設

事業費

災害復旧

事業費

積立金 貸付金 繰出金 予備費

歳 出
10,400,000千円

民生費

土木費

公債費

総務費

教育費

衛生費

商工費

農林水産業費 消防費 その他

歳 出
10,400,000千円

自
主
財
源

依
存
財
源

消極的

経費

投資的

経費

その他

の経費

義
務
的
経
費

任
意
的
経
費



補　助　事　業 単　独　事　業

1 鳥獣被害対策事業（ワイヤーメッシュ柵導入支援） 21 町道維持補修事業（ゲリラ豪雨対策等）

2 多面的機能支払交付金事業（交付金(長寿命化)） 22 里道等改修事業（補助金）

3 合併浄化槽設置事業（補助金） 23 河川及び排水路改修事業（浚渫、自然災害防止等）

4 21世紀まちづくり支援事業（補助金） 24 桜づつみ河川公園路面改修事業

5 橋梁修繕事業 25 公園設備等補修事業

6 町道改良事業（交付金事業） 26 鴻ノ巣公園ふれあい広場整備事業

7 西ノ原土地区画整理事業（交付金事業） 27 西ノ原土地区画整理事業（単独）

8 木造住宅耐震改修事業（補助金） 28 住宅性能向上リフォーム支援事業（補助金）

9 折敷瀬団地設備改修事業 29 合併浄化槽設置事業（補助金（単独））

10 国指定史跡保存整備事業（補助） 30 講堂改修事業（駐車場整備、法面整備等）

11 小中学校情報端末等整備事業 31 体育センター改修事業（外壁、網戸）

12 小中学校バリアフリートイレ設置事業 32 鴻ノ巣公園キュービクル改修事業

単　独　事　業 33 総合文化会館設備改修等事業（屋外機械置場架台改修等）

1 交通安全施設設置事業 34 農民具資料館トイレ改修事業

2 防犯灯設置事業 35 国指定史跡整備事業（単独）

3 防災行政無線再整備事業 36 歴史文化交流館改修事業（防犯カメラ、カーブミラー）

4 防災行政無線公民館局蓄電池交換事業 37 小中学校設備改修等事業

5 消防施設管理事業（消火栓、防火水槽） 38 給食センター設備等改修事業（長寿命化、ＬＥＤ化等）

6 消防資機材購入事業（コミュニティ助成事業） 39 学校給食用強化磁器食器購入事業

7 地域振興事業（補助金） 40 公有財産購入事業

8 お試し住宅改修事業（ユニットバス等） 県 営 工 事 負 担 金

9 空き家等改修事業（補助金） 1 県道整備事業（波佐見山内線）

10 草刈機購入事業 災　害　復　旧　事　業

11 農業用機械導入支援事業（補助金） 補助災害復旧事業

12 駄野地区基盤整備事業（補助金） 1 農地農業施設災害復旧事業

13 高性能林業機械導入事業（補助金） 2 林道施設災害復旧事業

14 小規模農林事業（補助金） 3 公共土木施設災害復旧事業

15 公用車購入事業 4 公共施設災害復旧事業

16 町営バス運行事業（バス停舗装等） 単独災害復旧事業

17 観光拠点整備事業（鬼木古民家） 1 農地農業施設災害復旧事業

18 志折泉源予備水中ポンプ購入事業 2 林道施設災害復旧事業

19 測量機器購入事業 3 公共土木施設災害復旧事業

20 町道改良及び舗装工事（単独） 4 公共施設災害復旧事業
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５　投資的経費の主な項目

事　　　　　業　　　　　名 事　　　　　業　　　　　名

普　通　建　設　事　業 普　通　建　設　事　業



　　６　会計別当初予算規模

（単位：千円、％）

令和７年度 令和６年度 増 減 額 増 減 率 備　　　考

10,400,000 9,520,000 880,000 9.2

3,367,000 3,219,000 148,000 4.6

1,662,000 1,627,000 35,000 2.2

235,000 223,000 12,000 5.4

1,470,000 1,369,000 101,000 7.4

13,767,000 12,739,000 1,028,000 8.1

令和７年度 令和６年度 増 減 額 増 減 率 備　　　考

収　入 302,530 295,502 7,028 2.4

支　出 285,732 274,353 11,379 4.1

収　入 53,000 53,000 0 0.0

支　出 176,634 180,927 △ 4,293 △ 2.4

収　入 322,645 372,801 △ 50,156 △ 13.5

支　出 321,145 371,235 △ 50,090 △ 13.5

収　入 159,783 131,225 28,558 21.8

支　出 226,718 219,287 7,431 3.4

収　入 12,467 13,057 △ 590 △ 4.5

支　出 12,306 13,014 △ 708 △ 5.4

収　入 9,499 10,600 △ 1,101 △ 10.4

支　出 9,499 10,532 △ 1,033 △ 9.8

収益的

区　　　　　分

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

合　　　　　計

区　　　　　分

上 水 道 事 業 会 計
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資本的

工 業 用 水 道 事 業 会 計

収益的

資本的

下 水 道 事 業 会 計

収益的

資本的


